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寒川町地域防災計画(地震災害対策計画)新旧対照表【案】 

頁 現行 改正案 変更の必要性 

 ～略～ ～略～  

 第１章 総則 第１章 総則  

 第３節 災害の想定 第３節 災害の想定  

  第１ 前提条件  第１ 前提条件  

  １ 想定地震  １ 想定地震  

P7 本計画は、「神奈川県地震被害想定調査報告書」（平成27年3

月）に基づき、県が想定した地震のうち、町に最も影響を及ぼす

「都心南部直下地震」、「三浦半島断層群の地震」、「東海地

震」、「南海トラフ巨大地震」、「大正型関東地震」を前提とす

る。 

本計画は、「神奈川県地震被害想定調査報告書」（令和7年3月

平成27年3月）に基づき、県が想定した地震のうち、町に最も影

響を及ぼす「都心南部直下地震」、「三浦半島断層群の地震」、

「東海地震」、「南海トラフ巨大地震」、「大正型関東地震」を

前提とする。 

神奈川県地震被害想定調

査報告書更新に伴う修正 

 想定地震名 モーメントマグニチュード 県内最大震度 発生確率 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

東海地震 8.0 
県西地域で震度

6弱 

南海トラフの地震は

30年以内70～80％程

度 

南海トラフ

巨大地震 
9.0 

県西地域で震度

6弱 

南海トラフの地震は

30年以内70～80％程

度 

（略） （略） （略） （略） 
 

想定地震名 モーメントマグニチュード 県内最大震度 発生確率 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

東海地震 8.0 
県西地域で震度

6弱 

南海トラフの地震は

30年以内70～80％程

度 

南海トラフ

巨大地震 
9.0 

県西地域で震度

6弱 

南海トラフの地震は

30年以内70～80％程

度 

（略） （略） （略） （略） 
 

 

 ※発生確率については「地震調査研究推進本部（文部科学省：令和3年

1月13日現在）」、「中央防災会議首都直下地震モデル検討会報告書

※発生確率については「地震調査研究推進本部（文部科学省：令和7年

1月15日令和3年1月13日現在）」、「中央防災会議首都直下地震モデル
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（内閣府：平成25年12月）」などによる評価 検討会報告書（内閣府：平成25年12月）」などによる評価 

 １ 想定条件 １ 想定条件  

 火災被害等による被害が最大となり、防災関係機関が初動体

制を取りにくい条件を想定している。 

火災被害等による被害が最大となり、多くの人が帰宅途中の時

刻で、防災関係機関が初動体制を比較的取りにくい条件を想定し

ている。 

 

 ～略～ ～略～  

  第２ 想定結果  第２ 想定結果  

  １ 震度  １ 震度  

P8 町では、都心南部直下地震では震度6弱、三浦半島断層群の地

震では震度5強～6弱、東海地震では5弱～5強、南海トラフ巨大地

震では震度5強、大正型関東地震では震度6強～7の揺れが想定さ

れた。 

町では、都心南部直下地震では震度5強～6強6弱、三浦半島断

層群の地震では震度5強～6強弱、東海地震では5弱～6弱5強、南

海トラフ巨大地震では震度5弱～6弱5強、大正型関東地震では震

度6強～7の揺れが想定された。 

 

  ２ 液状化  ２ 液状化  

P8 大正型関東地震において、低地での液状化危険度が高いと想定

された。その他の地震では、液状化危険度は低いと想定された。 

大正型関東地震において、低地での相模川沿いの一部では液状

化危険度が極めて高いと想定された。その他の地震では、液状化

危険度は低いと想定された。 

 

  ３ 被害  ３ 被害  

 それぞれの想定地震における町の被害は、次のとおりである。 それぞれの想定地震における町の被害は、次のとおりである。  
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P8 

 

 

神奈川県地震被害想定調

査報告書更新に伴う修正 

 ～略～ ～略～  

 第２章 災害に強い組織・ひとづくり 第２章 災害に強い組織・ひとづくり  
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 第１節 防災知識の普及・啓発 第１節 防災知識の普及・啓発  

  第１ 町民への普及・啓発  第１ 町民への普及・啓発  

  １ 防災知識の普及・啓発  １ 防災知識の普及・啓発  

P19   町は、（略）、町ホームページ等（メール、ツイッター、LINE）   町は、（略）、町ホームページ等（メール、Xツイッター、LINE 誤記 

  への防災情報の掲載、（略）。  ）への防災情報の掲載、（略）。  

 ～略～ ～略～  

 第4章 災害時応急活動事前対策 第4章 災害時応急活動事前対策  

 第1節 情報の収集・供給体制の充実 第1節 情報の収集・供給体制の充実  

  第１ 情報の収集・提供体制の充実  第１ 情報の収集・提供体制の充実  

   （略）   （略）  

   １ 情報受伝達体制の整備   １ 情報受伝達体制の整備  

    （１） （略）    （１） （略）  

    （２） 町民への周知    （２） 町民への周知  

P36     町は、メール配信サービスの登録促進、SNS（LINE、ツイッタ

ー、フェイスブック等）を活用した防災情報の伝達等につい

て、町民に周知する。 

    町は、メール配信サービスの登録促進、SNS（LINE、Xツイッ

ター、フェイスブック等）を活用した防災情報の伝達等につい

て、町民に周知する。 

誤記 

 ～略～ ～略～  

 第２節 災害対策本部機能の強化 第２節 災害対策本部機能の強化  

 ●対策の体系と担当 ●対策の体系と担当  

P38 項目 町担当 関係機関 

（略） （略）  

第２ 業務継続体制

の確保 

財産管理課、町民安

全課 

 

項目 町担当 関係機関 

（略） （略）  

第２ 業務継続体制

の確保 

資産経営課、総務課財

産管理課、町民安全課 

 

行政組織見直しに伴い修

正が必要なため 
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（略） （略） （略） 

（略） （略）  
 

（略） （略） （略） 

（略） （略）  
 

 ～略～ ～略～  

 第５節 避難対策 第５節 避難対策  

  第１ 広域避難場所の確保及び整備  第１ 広域避難場所の確保及び整備  

  １ 広域避難場所の確保  １ 広域避難場所の確保  

P44 町は、災害対策基本法、同施行令等に定める基準等に基づき、

地域特性、過去の教訓、想定される災害、新型コロナウイルス感

染症を含む感染症対策等を踏まえ、…（略）…。 

町は、災害対策基本法、同施行令等に定める基準等に基づき、

地域特性、過去の教訓、想定される災害、新型コロナウイルス感

染症を含む感染症対策等を踏まえ、…（略）…。 

文章の簡略化 

 ～略～ ～略～  

 第８節 文教対策 第８節 文教対策  

 ●対策の体系と担当 ●対策の体系と担当  

P50 項目 町担当 関係機関 

（略） （略）  

第２ 施設管理者と

の連携 

町民安全課、学校教

育課、教育施設給食

課 

 

 

第３ 文化財の保護 
教育政策課 

 

 

 

項目 町担当 関係機関 

（略） （略）  

第２ 施設管理者と

の連携 

町民安全課、学校教

育課、教育施設給食

課（寒川学校給食セ

ンター） 

 

第３ 文化財の保護 
生涯学習課教育政策

課 

 

 

行政組織見直しに伴い修

正が必要なため 

 ～略～ ～略～  

 第９節 緊急輸送対策 第９節 緊急輸送対策  

 ●対策の体系と担当 ●対策の体系と担当  

P52 項目 町担当 関係機関 項目 町担当 関係機関 行政組織見直しに伴い修
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（略） （略） （略） 

第２ 緊急車両の確

保等 

財産管理課、町民安

全課 

 

（略） （略）  

（略） （略）  
 

（略） （略） （略） 

第２ 緊急車両の確

保等 

総務課財産管理課、

町民安全課 

 

（略） （略）  

（略） （略）  
 

正が必要なため 

 ～略～ ～略～  

 第５章 災害時応急活動対策 第５章 災害時応急活動対策  

 第１節 災害対策本部等の組織体制 第１節 災害対策本部等の組織体制  

  第１～第２ （略）  第１～第２ （略）  

  第３ 配備体制の確立  第３ 配備体制の確立  

  １ 配備体制  １ 配備体制  

   町の配備体制は、次のとおりである。   町の配備体制は、次のとおりである。  

P62 区分 種別 配備体制 配備時期 

災害対

策本部

設置前 

事前

配備 

災害対策本部員は参

集するものとし、地震

情報を町民に対して

周知する。 

情報の収集及び連絡

体制をとるとともに、

応急対策準備に必要

な職員を配備する体

制とする。 

 

 

①町域で震度4を記録し

たとき。 

②南海トラフ地震臨時情

報（調査中）が発表さ

れたとき。 

③その他状況により必要

があるとき。 

区分 種別 配備体制 配備時期 

災害対

策本部

設置前 

事前

配備 

災害対策本部事務局

災害対策本部員は参

集するものとし、地震

情報を町民に対して

周知する。 

情報の収集及び連絡

体制をとるとともに、

応急対策準備に必要

な職員を配備する体

制とする。また、災害

対策本部員は、必要に

①町域で震度4を記録し

たとき。 

②南海トラフ地震臨時情

報（調査中）が発表さ

れたとき。 

③その他状況により必要

があるとき。 

過去の災害を鑑み、配備

体制を修正 
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災害対

策本部

設置後 

第１

号配

備 

局地的な災害に直ち

に対処できる必要な

職員を動員する体制

とする。 

 

 

 

 

町内に局地的な災害が発

生し又は発生するおそれ

が高いときで、本部長が

必要であると認めたと

き。 

第２

号配

備 

①第1号配備体制を強

化するとともに、拡

大しつつある災害

に対処できる体制

とする。 

②第1号配備体制で動

員された班にあっ

ては、班員の全員を

動員する。 

町の広い地域に災害が拡

大し又は大規模な局地的

災害の発生が予見され、

本部長が必要であると認

めたとき。 

第３

号配

備 

要員の全員をもって

当たる完全な体制と

し、状況により各班も

直ちに活動ができる

体制とする。 

①町の全域に災害が発生

したとき。 

②町域で震度5弱を記録

したとき。 

③南海トラフ地震臨時情

報（巨大地震警戒・巨

大地震注意）が発表さ

応じて参集する。 

災害対

策本部

設置後 

第１

号配

備 局地的な災害に直ち

に対処できる必要な

職員を動員する体制

とする。 

①町内に局地的な災害が

発生し又は発生するお

それが高いときで、本

部長が必要であると認

めたとき。 

②南海トラフ地震臨時情

報（巨大地震注意）が

発表されたとき。 

第２

号配

備 

①第1号配備体制を強

化するとともに、拡

大しつつある災害

に対処できる体制

とする。 

②第1号配備体制で動

員された班にあっ

ては、班員の全員を

動員する。 

①町の広い地域に災害が

拡大し又は大規模な局

地的災害の発生が予見

され、本部長が必要で

あると認めたとき。 

②南海トラフ地震臨時情

報（巨大地震警戒）が

発表されたとき。 

第３

号配

備 

要員の全員をもって

当たる完全な体制と

し、状況により各班も

直ちに活動ができる

体制とする。 

①町の全域に災害が発生

したとき。 

②町域で震度5弱以上を

記録したとき。 

③南海トラフ地震臨時情

報（巨大地震警戒・巨

大地震注意）が発表さ



8 
 

れたとき 

④その他の状況により、

本部長が必要と認めた

とき。 
 

れたとき 

③④その他の状況によ

り、本部長が必要と認

めたとき。 
 

 ～略～ ～略～  

  第４ 職員の動員・配備  第４ 職員の動員・配備  

 ～略～ ～略～  
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P63 

 

 

行政組織見直しに伴い

修正が必要なため 
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 災害対策本部組織図 災害対策本部組織図  

 災害対策本部事務分掌 災害対策本部事務分掌  

P64～67 別添「災害対策本部事務分掌【新旧対照表】」を参照  

 ～略～ ～略～  

 第２節 災害情報の収集及び伝達 第２節 災害情報の収集及び伝達  

  第１～第３ （略）  第１～第３ （略）  

  第４ 災害広報  第４ 災害広報  

   １ （略）   １ （略）  

   ２ 広報手段   ２ 広報手段  

    広報手段は、次のとおりである。    広報手段は、次のとおりである。  

   （１）～（２） （略）   （１）～（２） （略）  

   （３） 本部からの町民等への広報   （３） 本部からの町民等への広報  

    町は、次の通信手段を活用して直接、町民等に情報を発信す

る。 

   町は、次の通信手段を活用して直接、町民等に情報を発信す

る。 

 

    ア～ウ （略）    ア～ウ （略）  

P71    エ SNS（LINE、ツイッター、フェイスブック等）    エ SNS（LINE、Xツイッター、フェイスブック等） 誤記 

 ～略～ ～略～  

 第４節 避難対策 第４節 避難対策  

 ●対策の体系と担当 ●対策の体系と担当  

P76 項目 町担当 関係機関 

（略）   

（略） （略）  

項目 町担当 関係機関 

（略）   

（略） （略）  

行政組織見直しに伴い修

正が必要なため 
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第３ 避難誘導等 

子育て支援班、保育幼

稚園班、学び推進班、ス

ポーツ班、福祉班、高齢

介護班、保険年金班 

 

 

第４ 避難場所等の

開設 

総括班、調整班、教育政

策班、学校教育班、教育

施設給食班 

 

 

 

第５ 避難所の運営 

総括班、調整班、教育政

策班、学校教育班、教育

施設給食班（その他関

係する班） 

 

 

 

～略～ 

第９ 外国人対策 学び推進班  
 

第３ 避難誘導等 

子ども政策班、子育て

支援班、保育幼稚園班、

学び推進班、スポーツ

班、福祉班、高齢介護

班、保険年金班 

 

第４ 避難場所等の

開設 

総括班、調整班、教育政

策班、学校教育班、教育

施設給食班（寒川学校

給食センター）、生涯学

習班 

 

第５ 避難所の運営 

総括班、調整班、教育政

策班、学校教育班、教育

施設給食班（寒川学校

給食センター）、生涯学

習班（その他関係する

班） 

 

～略～ 

第９ 外国人対策 町民窓口班学び推進班  
 

 第１ (略) 第１ (略)  

 第２ 避難指示等の発令 第２ 避難指示等の発令  

  １ （略）  １ （略）  

  ２ 避難指示等の周知  ２ 避難指示等の周知  

  （１） （略）  （１） （略）  

  （２） 対象の町民等への周知  （２） 対象の町民等への周知  

   町は、次の方法で避難指示等を対象の町民等に周知する。   町は、次の方法で避難指示等を対象の町民等に周知する。  

P78 ア～ウ （略） 

エ SUS（LINE、ツイッター、フェイスブック等） 

ア～ウ （略） 

エ SUS（LINE、Xツイッター、フェイスブック等） 

誤記 
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オ～キ （略） 
 

オ～キ （略） 
 

 ～略～ ～略～  

 第５ 避難所の運営 第５ 避難所の運営  

   １～４ （略）   １～４ （略）  

P80   ５ 新型インフルエンザ等感染症対策   ５ 新型インフルエンザ等感染症対策 文章の簡略化 

 町は、新型インフルエンザ感染症等が流行している場合は、

次の事項に留意して避難所運営を行う。 

町は、新型インフルエンザ感染症等が流行している場合は、

次の事項に留意して避難所運営を行う。 

 

 ～略～ ～略～  

 第７節 文教対策 第７節 文教対策  

 ●対策の体系と担当 ●対策の体系と担当  

P90 項目 町担当 関係機関 

（略） （略）  

第２ 応急教育 
教育政策班、学校教育

班 
 

（略） （略）  

第４ 文化財の保護 教育政策班  
 

項目 町担当 関係機関 

（略） （略）  

第２ 応急教育 
教育政策班、学校教育

班、生涯学習班 
 

（略） （略）  

第４ 文化財の保護 生涯学習班教育政策班  
 

行政組織見直しに伴い修

正が必要なため 

 ～略～ ～略～  

 第８節 緊急輸送 第８節 緊急輸送  

 ●対策の体系と担当 ●対策の体系と担当  

P92 項目 町担当 関係機関 

第1 交通の確保 道路班、倉見拠点づく

り班、都市整備班 

 

（略） 

項目 町担当 関係機関 

第1 交通の確保 倉見拠点づくり担当

班、道路班、倉見拠点

づくり班、都市整備班 

（略） 

行政組織見直しに伴い修

正が必要なため 
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第2 緊急輸送 

総括班、調整班、財産管

理班、都市計画班 

 

 

 

第2 緊急輸送 

総括班、調整班、総務班

財産管理班、都市計画

班 

 

 

 ～略～ ～略～  

 第10節 ライフラインの応急復旧活動 第10節 ライフラインの応急復旧活動  

 ●対策の体系と担当 ●対策の体系と担当  

P96 項目 町担当 関係機関 

（略）  （略） 

第2 下水道施設 下水道班、倉見拠点づ

くり班、都市整備班 

 

 

 

（略）  （略） 

（略）  （略） 

（略）  （略） 
 

項目 町担当 関係機関 

（略）  （略） 

第2 下水道施設 倉見拠点づくり担当

班、下水道班、倉見拠

点づくり班、都市整備

班 

 

（略）  （略） 

（略）  （略） 

（略）  （略） 
 

行政組織見直しに伴い修

正が必要なため 

 ～略～ ～略～  

 第１３節 災害ボランティア活動支援 第１３節 災害ボランティア活動支援  

 第１ （略） 第１ （略）  

 第２ 災害ボランティアの受入れ 第２ 災害ボランティアの受入れ  

  １ ボランティアの受入れ  １ ボランティアの受入れ  

P106 災害ボランティアセンターは、…（略）…。なお、新型インフル

エンザ等感染症が流行している場合、…（略）…。 

災害ボランティアセンターは、…（略）…。なお、新型インフル

エンザ等感染症が流行している場合、…（略）…。 

文章の簡略化 

 ～略～ ～略～  

 第１５節 二次災害の防止 第１５節 二次災害の防止  
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 ●対策の体系と担当 ●対策の体系と担当  

P109 項目 町担当 関係機関 

第１ 水害対策 道路班、倉見拠点づく

り班、都市整備班 

 

 

（略） 

～略～ 
 

項目 町担当 関係機関 

第１ 水害対策 倉見拠点づくり担当

班、道路班、倉見拠点

づくり担当、都市整備

班 

（略） 

～略～ 
 

行政組織見直しに伴い修

正が必要なため 

 ～略～ ～略～  

 第１６節 被災生活の支援 第１６節 被災生活の支援  

  第１～第２ （略）  第１～第２ （略）  

  第３ 応急仮設住宅  第３ 応急仮設住宅  

   （略）   （略）  

   １ （略）   １ （略）  

   ２ 建設型応急仮設住宅   ２ 建設型応急仮設住宅  

P113    県は、町が提出した建設候補地の中から建設候補地を選定す

る。仮設住宅の建設は、県が実施し、必要に応じて、工事の監督を町

に委任する。 

   町は応急仮設住宅への入居者の募集及び選考について、県と協

力して行う。この際、要配慮者優先の観点等から入居者の優先順位を

設定して選考する。 

   県は、町が提出した建設候補地の中から建設候補地を選定す

る。仮設住宅の建設は、県が実施するし、必要に応じて、工事の監督

を町に委任する。 

   町は応急仮設住宅への入居者の募集及び選考を実施するについ

て、県と協力して行う。この際、要配慮者優先の観点等から入居者の

優先順位を設定して選考する。 

前回県防災会議からの指

摘事項 

 ～略～ ～略～  

資料編 （雨水出水浸水想定区域における要配慮者利用施設を新規追加） 

※別添「【資料編抜粋】洪水・内水（雨水出水）時、浸水想定区域内にある要配慮者利用施設」を参照。 

雨水出水浸水想定区域の

指定に伴う修正及び時点
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修正 

 ～略～ ～略～  

 


